
◆事業継続計画（ＢＣＰ）とは◆
　災害、事故等の突発的な事象におそわれても、事業継続を追求
する計画を「事業継続計画」（BCP：Business Continuity Plan）
と呼びます。その概念は図のとおりです。なんら対策を講じない
状況では、災害で相当な被害を受けると図の曲線①のように事業
の操業度がゼロになってしまい、その後、徐々に復旧しますが、
これでは復旧が遅すぎます。
　重要業務については、「許
される中断の期限」より以
前に「目標」を設定して、
左向きの矢印のように「対
応可能時間」を前にもって
いきます。また、災害、事
故等の直後でも最低限維持
すべき操業度の「許される
最低レベル」を上回る「目
標」を立てて、曲線②のよ
うに操業度をゼロから高めます。

◆事業継続のために行うべき主な取り組み◆
①  災害直後でも発注者・顧客と連絡・情報共有を可能とし、応急

の対応ができるよう、指揮命令系統の確保や人員・資機材の確
保の体制を確立します。

②  災害後に活用できる資源（ヒト、モノ、カネ、情報）に制限が
あると認識し、優先的に実施または継続すべき重要業務を絞り
込みます。

③  重要業務のそれぞれについて、時間的に許される中断の期限よ
り前に実施、稼動、復旧などの目標時間を設定します。また、
災害直後でも操業度の許される最低レベルより上に操業度の目
標レベルを設定します。

④  ③の目標達成のための方策を検討・実施します。具体的には、
重要業務に不可欠な要素 ･ 資源で、災害の被害を受けると確保・
調達や復旧に時間・手間がかかるため、制約となりかねないも
のをすべて洗い出し、それらに代替確保、補強などの対策を講
じていきます。

⑤  自社や関係先の最新の実態や情報を常に反映しているよう、定
期的な計画・マニュアルの内容更新、経営層による見直しなど
の継続的改善が不可欠となります。
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総 合 建 設 業
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土木・建築・注文住宅・増改築・分譲マンション事業
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藤 本 正 義
藤 本 正 成

工事成績優秀企業
近畿地方整備局
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☆森髙建設株式会社は
奈良とみんなの未来に貢献する
　　　SDGs活動に取り組んでいます☆
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